
 

 

協定項目２３－９資料 

 

環境衛生事業（その２）について 

 

１ 協定項目の要旨・留意点 

 

① 関係一部事務組合等は、西薩衛生処理組合、串木野樋脇清掃組合、薩摩郡東部衛生処理組合、甑島衛生管

理組合及び川内市クリーンセンター等をいう。 

② し尿処理、ごみの分別・収集業務、一般廃棄物処理及び火葬業務等に係る項目は、地域の実情を考慮しな

がら、現状の住民サービスを低下させないよう関係一部事務組合等と協議のうえ調整する。 

③ 市町村が独自にその制度の充実を図っている事業については、従来の実績を尊重し、構成市町村で均衡の

保たれた、制度の趣旨・目的が効果的に機能するように調整する。 

 ④ 関連資料については、別紙のとおり。 

 

 

２ 提案の理由 

 

 環境衛生事業は、住民が快適な生活環境の中で暮らせるよう、環境保全の推進、環境対策の充実強化

等を図る観点から、事務事業一元化調整の基本的視点及び方針に沿った内容で提案するものである。 

 

 

３ 協定(協議)先進事例 

兵庫県篠山市（平成１１年４月１日 新設合併） 

ごみ収集運搬業務の取り扱い 

(1) ごみ収集回数及び収集方法については、当面現行のとおりとし、新町において作成す
る一般廃棄物処理計画に基づき調整する。 

(2) ごみ収集関係の助成制度及び委託制度については、その実施内容等において充実して
いる町の例により統一する。 

 

宮城県加美町（平成１5年４月１日 新設合併） 

(1) ごみ収集日及び収集方法については、現行のとおりとする。 
(2) 資源ごみの回収報奨金については、宮崎町の例による。 
(3) ごみ減量リサイクルに対する助成については、中新田町及び小野田町の例による。 
(4) 最終処分場の青木原ごみ埋立場については、新市に引き継ぐ。ただし、新市において正し
い廃棄物の搬入が行われるよう周知し、監視を強化するとともに、必要な排水処理を行う

など適切な施設管理に努める。 

(5) 不法投棄対策の監視員については、新市において設置する。 
(6) 衛生組合連合会については、合併時に統合する。 
(7) 消毒事業については、当面現行のとおりとする。 
(8) 町民一斉清掃については、当面現行のとおり実施し、新市において調整する。 
(9) 町営墓地については、現行のとおりとし、新市に引き継ぐ。 
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山口県周南市（平成１5年４月２１日 新設合併） 

(1) し尿収集 
徳山市の例により調整する。ただし、熊毛町の収集方法は、当面現行のとおりとする。

(2) ごみ収集 
新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。 

(3) 指定ごみ袋 
新市に移行後、速やかに調整する。 

 

 

長崎県下五島一市五町合併協議会（平成１６年８月１日目標 新設合併） 

(1) ごみ処理の収集回数・分別方法・指定ごみ袋販売金額・指定ごみ袋販売手数料・生ご
み減量化等処理機器購入費補助金・町内一斉清掃・廃棄物処理手数料については、合

併までに調整する。ただし、平成16年度については、旧市町の例による。 

(2) ごみ処理の収集運搬方法、し尿処理の収集方法・業務、火葬使用料、狂犬病予防注射
会場、狂犬病予防関係の手数料、墓地については、現行のとおりとする 

(3) 廃棄物許可手数料については、福江市の例による。 
(4) 処理施設（ごみ・し尿）の業務内容については、合併までに調整する。施設について
は、新市に引き継ぐ。 

(5) 火葬場施設については、新市に引き継ぐ。 
(6) 火葬料助成金については、廃止する。 
(7) 犬取締については、福江市の例による。 
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　　 ２３－９　　環境衛生事業（その２）

川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表

協　定　項　目 専門部会・分科会名 住民健康福祉専門部会　環境分科会

調　整　方　針

項　　　　　目 a40、a50、a70、a80、a480、a490、a500、a510、a530、a550、a600

①し尿汲取手数料及び地元との連絡調整は、新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。
②し尿処理施設の整備については、現行のまま新市に引き継ぐ。
③一般廃棄物処理業許可証交付手数料及び同再交付手数料並びに浄化槽清掃業許可証交付手数料及び同再交付手数料は、合併時に川内市の例により調整する。
④西薩環境センター対策委員会運営補助金は、新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。
⑤し尿・浄化槽汚泥等の収集処理計画及びし尿収集・浄化槽等清掃業の許可については、合併時に新たに制度等を制定する。
⑥投入手数料、し尿・浄化槽汚泥等の収集・処理業務、し尿処理施設の管理、し尿収集区域の指定及び海洋投入処分については、関係一部事務組合の調整方針に基づき、調整するものとする。

し尿処理

地元との連絡調整

西薩環境センターの運営に関する情報連絡

　地元３公民会の住民で組織する、西薩環境センター対策委員会の会長に対し、施設補修工事等の
実施連絡及び排出水の水質分析結果等を定期的に報告している。
　また、地元住民、関係市町の職員及び組合職員を委員とする西薩環境センター運営協議会を設置
し、同協議会委員による先進地施設研修視察等を毎年実施する等の活動を行い、西薩環境センター
の運営のあり方等について提言を行っている。

　※　平成14年度の運営協議会委員
　　　　会　長・・・西薩環境センター対策委員会会長
　　　　副会長・・・川内市事務助役
　　　　委　員・・・西薩環境センター対策委員会役員3名、川内市保健福祉部長
　　　　　　　　　　組合職員（事務局長、施設課長）

西薩衛生処理組合
名称　西薩環境センター対策委員会運営補助金

目的　西薩環境センターの立地地域の地域振興を
　　図るものであること。

補助対象　西薩環境センター対策委員会
　　　　　（下五代、羽田、久留須公民会）
補助率・金額　定額

平成13年度実績　50万円

根拠法令　西薩衛生処理組合補助金等の種類、
　　　　　補助率等に関する要綱

一部事務組合名
対象市町村名 川内市 樋脇町 東郷町 入来町 祁答院町 里村 上甑村 下甑村 鹿島村

し尿汲取手数料
１トンにつき
7,000円

１㍑につき
7円

１㍑につき
7円

－

し尿・浄化槽
汚泥投入手数料

ー 0円
100㍑につき
17円

ー

一般廃棄物処理業許可証交付手数料
500円（再交付100円）
浄化槽清掃業許可証交付手数料
200円（再交付100円）

－

従事職員等
施設課職員　8名
業務嘱託員　4名（主に夜間の施設保守管理）

し尿汲取の収集・処理の状況

八ツ波商会
下甑村片野浦392

一般廃棄物処理業許可証交付手数料　1,500円
浄化槽清掃業許可証交付手数料　　　1,500円
※各々再交付手数料も同額

浄化槽清掃業許可証手数料
2,000円(2年間)･･･入来町
2,100円(2年間)

一般廃棄物処理業許可証手数料
　　　　　　1件につき1,000円
　〃　再交付手数料1件につき200円

浜口設備
上甑村小島123

石原商会
上甑村中甑373

石原衛生センター
里村里3497-1

収集業者

許可手数料

中間処理施設として、一時貯留
層を設置し、担当課職員1名が管
理。

西薩衛生処理組合 薩摩郡東部衛生処理組合

90㍑まで　780円
90㍑～180㍑まで1,100円
180㍑を超える場合、18㍑増すごとに110円を
加算(消費税外税)

10㍑につき70円

1,800㍑につき315円
（消費税を含む）

1,800㍑につき336円
（消費税を含む）

し尿
(有)庵地衛生センター　川内市白和町9-8
山ノ内衛生(有)　　　　川内市向田本町13-11

浄化槽汚泥
(有)庵地衛生センター　川内市白和町9-8
(有)サニタリー　　　　川内市宮里町707-1
山ノ内衛生(有)　　　　川内市向田本町13-11

浄化槽汚泥
(有)あさくま浄化槽メンテナンス
鶴田町鶴田2702

(有)松崎商事　宮之城町虎居4-18

※し尿は、薩摩郡東部衛生処理組合

石原衛生センター
里村里3497-1

海洋投入処分

し尿・浄化槽汚泥等に係る脱水汚泥の処分に
ついて、下記業者と業務委託契約を締結し、
海洋投入処分している。
　鹿児島市東谷山5-20-11
　株式会社　サニタリー

年度　　処分委託数量　　　委託料
H12　　　1,770 　　　14,031,675円
H13　　　1,770 　　　14,031,675円

※　H14委託契約単価　１ 　7,550円

し尿・浄化槽汚泥の処分を下
記業者と業務委託契約を締結
し海洋投棄している。
　
　熊本県天草郡大矢野町
　　　　大字登立3355番地1
　　有限会社　アスカ

3
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　　 ２３－９　　環境衛生事業（その２）

川内市 樋脇町 入来町 東郷町 祁答院町 里　村 上甑村 下甑村 鹿島村 調整の具体的方針

　廃棄物の処理及び清
掃に関する法律第６条
に基づき、市町村は区
域内の一般廃棄物の処
理に関し必要な実施計
画を策定し告示しなけ
ればならない。
①川内市一般廃棄物処
　理実施計画
  毎年３月末次年度分
　を計画する
②川内市分別収集計画
　平成14年6月策定
  計画期間H15～H19
  ３年ごとに見直し

　廃棄物の処理及び清
掃に関する法律第６条
に基づき、市町村は区
域内の一般廃棄物の処
理に関し必要な実施計
画を策定し告示しなけ
ればならない。
①樋脇町分別収集計画
　平成14年5月策定
  計画期間H15～H19
  ３年ごとに見直し

　廃棄物の処理及び清
掃に関する法律第６条
に基づき、市町村は区
域内の一般廃棄物の処
理に関し必要な実施計
画を策定し告示しなけ
ればならない。
①一般廃棄物(ごみ)処
　理基本計画
  策定時より15年後を
　目標
　５年ごとに見直し
　薩摩東部衛生処理組
　合にて策定
②入来町生活排水処理
　基本計画
　生活雑排水、し尿浄
　化槽汚泥等の処理に
　ついて
　平成22年度を目標
　平成13年12月策定
③一般廃棄物処理計画
　毎年3月末次年度分
　を計画
　薩摩東部衛生処理組
　合にて策定
④分別収集計画
　平成12年策定
  計画期間H13～H17
  ３年ごとに見直し
　薩摩東部衛生処理組
　合にて策定

　廃棄物の処理及び清
掃に関する法律第６条
に基づき、市町村は区
域内の一般廃棄物の処
理に関し必要な実施計
画を策定し告示しなけ
ればならない。
①祁答院町一般廃棄物
　(ごみ)処理基本計画
  策定時より15年後を
　目標
  ５年ごとに見直し
  平成7年3月策定
②祁答院町生活排水処
　理基本計画
　生活雑排水、し尿浄
　化槽汚泥等の処理に
　ついて
　平成20年度を目標
③祁答院町一般廃棄物
　処理計画
  毎年3月末次年度分
　を計画
④分別収集計画

　本村における廃棄物
を適正に処理し、生活
環境の保全及び公衆衛
生の向上を図るために
廃棄物の処理及び清掃
に関する法律第６条第
１項により、一般廃棄
物処理計画を作成

毎年度以下のものにつ
いて処理計画を作成
①し尿・浄化槽汚泥
②粗大ごみ
 （家電４品目以外）
③自動車
対象となる人口、処理
業者、年間排出量等を
記載する。

　廃棄物の処理及び清
掃に関する法律第６条
に基づき、市町村は区
域内の一般廃棄物の処
理に関する基本的な事
項について定める基本
計画と基本計画の実施
のために必要な実施計
画を策定し、告示しな
ければならない。
①下甑村ごみ処理基本
　計画
  平成19年度を目標
　平成８年２月策定
②下甑村生活排水処理
　基本計画
　生活雑排水、し尿浄
　化槽汚泥等の処理に
　ついて、10年後を目
　標に策定
③分別収集計画
　策定時より５年後を
　目標に３年ごとに見
　直し
  平成14年５月に策定
　平成15年から実施

　廃棄物を適正に処理
し、生活環境の保全及
び公衆衛生の向上を図
るために、廃棄物の処
理及び清掃に関する法
律第６条第１項により
一般廃棄物処理計画を
作成

・し尿・浄化槽汚泥
・粗大ごみ
　(家電４品目以外)
・自動車
　以上のものに対し計
画、対象となる人口、
処理業者、年間排出量
等を記載する。

①鹿島村分別収集計画
　策定時より５年後を
　目標に計画し、３年
　ごとに見直し
平成14年5月に策定
平成15年度から実施

合併時に新たに制度等を制定
する。

・法定事項であり、それぞれ
　の市町村で定めているが、
　策定年次や目標年度等、内
　容がばらばらであるため、
　調整が必要。

川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表

協　定　項　目

調　整　方　針 一般廃棄物処理計画は、合併時に新たに制度等を制定する。

住民健康福祉専門部会　環境分科会専門部会・分科会名

項　　　　　目

一般廃棄物処理計画

3
6



　　 ２３－９　　環境衛生事業（その２）

①県外廃棄物搬出事業は、合併時に新たに制度等を制定する。
②川内市クリーンセンター内最終処分場、最終処分場（計画、設計、実施）及びごみ処理施設の整備については、現行のまま新市に引き継ぐ。
③地元との連絡調整は、新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。
④川内市クリーンセンター地域振興補助金は、新市に移行後も当分の間現行のとおりとし、随時調整する。
⑤一般家庭用ごみ袋販売委託は、新市に移行後速やかに調整する。
⑥廃棄物処理手数料、ごみの収集方法等、ごみの資源化及び特定家庭用機器廃棄物収集運搬手数料は、関係一部事務組合等の調整方針に基づき、調整するものとする。

住民健康福祉専門部会　環境分科会

ごみ処理

a150、a160、a170、a220

調　整　方　針

項　　　　　目

川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表

協　定　項　目 専門部会・分科会名

焼却灰 175トン 焼却灰 93.6トン 焼却灰 21トン
ばいじん 13トン ばいじん ばいじん 7.6トン

その他市町

該当なし

県外廃棄物搬出事業
甑島衛生管理組合
県内に一般廃棄物を受け入れる管理型処分場がないため、宮崎
県都城市の業者に搬入するものである。
　宮崎県都城市下水流町4331-1
　東亜環境(株)　代表取締役　吉岡　文喜

下甑村 鹿島村

施設名 串木野樋脇環境センター
対象市町村名 川内市 東郷町 樋脇町 入来町 祁答院町 里村 上甑村 下甑村 鹿島村

　川内市全域に加え、東郷町
委託分の一般廃棄物及び搬入
することを適当と認めた産業
廃棄物を適正処理するための
施設に係る維持及び管理。

①焼却施設
　　(灰固形化施設を含む)
②粗大ごみ処理施設
③最終処分場
　
※運転業務(運営・維持・管
理)を三機化工建設(株)に委
託。

(経費負担)
　東郷町分は、毎年一般廃棄
物処分業務委託契約を結び、
前年実績に基づき、均等割
(10％相当)、ごみ量割(90％相
当分)で積算し、負担金として
徴収している。

　一般廃棄物を環境汚染物質
を出さない等、適正処理する
ための施設の維持及び管理。

①焼却施設
②リサイクル施設
③最終処分場
④再生工房館
　
串木野樋脇清掃組合が運営維
持管理を行っており、串木野
市及び樋脇町からの負担金、
その他収入をもって運営して
いる。
　負担金の割合は、管理及び
建設負担金とも、均等割20％
及び人口割80％となってい
る。

　

　一般廃棄物を環境汚染物質
を出さない等、適正処理する
ための施設の維持及び管理。

①ごみ焼却処理施設
②粗大ごみ処理施設
③最終処分場

概　要

甑島衛生管理組合
ごみ処理施設の整備

川内市クリーンセンター さつま東部環境センター

　最終処分場は甑島衛生管理組合で整備計画を進めている。

　一般廃棄物の広域的適正処
理、各村民の生活環境を清潔
にする。

①焼却施設
②リサイクル施設
③最終処分場

経費負担　均等割　13％
　　　　　人口割　87％

※　里村・上甑村とも粗大
　ごみ関係の最終処分場が
　別にある。

　一般廃棄物
の環境汚染物
質を出さない
等適正処理す
るための施設
維持及び管
理。
①焼却施設
②し尿処理施
設
③最終処分場
　①及び②の
施設について
は、下甑村が
運営している
が、②の施設
は管理を外部
委託してい
る。

　一般廃棄物
の環境汚染物
質を出さない
等適正処理す
るための施設
維持及び管
理。
①焼却施設
②し尿処理施
設
③最終処分場
　①～③の施
設について
は、鹿島村が
運営している
が、①、②の
施設は管理を
外部委託して
いる。

住民が排出する一般廃棄物は
無料
事業所から搬出される一般廃
棄物は、
100kg未満300円
100kg以上は100kg増すごとに
100円加算

廃棄物処理
手数料

市・町が収集する一般廃棄物
は無料
（直接搬入の場合）
100ｋｇ未満　　300円
100ｋｇ以上100ｋｇ増すごと
に300円加算

町が収集する一般廃棄物は無
料

(直接搬入の場合)
100ｋｇまで　　200円
100ｋｇ増すごとに200円を加
算し、合計額に消費税を加算

業者が収集するステーション
の一般廃棄物は無料

（直接搬入の場合）
50kgまで200円
50kg増すごとに100円を追加

川内市クリーンセンター
　川内市クリーンセンターに一般廃棄物最終処分場を設置している。
　同センターに搬入されたごみのうち、可燃ごみは焼却施設で焼却処
理、不燃ごみは粗大ごみ処理施設で破砕及び資源化処理、資源ごみは
資源化されている。
　処理後の焼却灰、不燃残渣を最終処分場に埋め立てている。

・埋め立て作業は委託業者(三機化工建設)が行う。
・浸出水の水質検査を毎月行っている。
・周辺井戸、周辺河川水、場内モニタリング井戸等の水質検査
　を８月に行う。
・最終処分場維持管理は、委託業者最終処分場班２名が行って
　いる。

クリーンセンター内最終処分場

川内市クリーンセンター

名称　川内市クリーンセンター地域振興補助金
目的　クリーンセンター立地地域の地域振興を図る
　 　ものであること。
補助対象
　　　小倉公民会及び川底公民館
　　　 小倉・川底地区の地域振興活動に要する経費。
補助率・金額
　　　１公民会(館)当り　３３８,０００円
平成13年度補助金額
　　　２公民会(館)　６７６，０００円
根拠法令等
　　　川内市補助金交付規則
　　　 川内市補助金等の種類、補助率等に関する要綱

地元との連絡調整

　川内市一般廃棄物処理場建設に関する協定書に基づき、
地元の小倉公民会及び川底公民館の会員からなる川内市ク
リーンセンター対策委員会を設置し、ごみの受入れ状況や
クリーンセンターの運転管理状況及び地元要望事業の進捗
状況を定期的に報告している。
　また、クリーンセンター立地地域の地域振興を図るた
め、補助金を交付している。

　川内市クリーンセンター対策委員会
　　委員　　小倉公民会５名、川底公民館５名
　　委員会　年２回程度開催
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　　 ２３－９　　環境衛生事業（その２）

ごみ処理

調　整　方　針

項　　　　　目 a230

川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表

協　定　項　目 専門部会・分科会名 住民健康福祉専門部会　環境分科会

川内市 樋脇町 入来町 東郷町 祁答院町 里村 上甑村 下甑村 鹿島村

委託 委託 委託 委託 委託 甑島衛生管理組合 甑島衛生管理組合 直営 委託

ステーション方式 ステーション方式 ステーション方式 ステーション方式 ステーション方式 ステーション方式 ステーション方式 ステーション方式 ステーション方式

ステー
ション数 ７８４ １５６ １２２ ８２ ６６ ３４ ３３ ７０ ７

収集回数 週２回(一部週１回)
３ブロックに分けて
週２回

週２回
週２回(月･木、火･金
の２地域)

週２回 週３回 週３回 週２回 週２回

ステー
ション数 ４４４ ８２ ８２ ４５ ３４ ３３ － ７

収集回数 月１回
２ブロックに分けて
月１回

月１回(第１～第４水
曜日の４地域)

月１回 月１回 月１回 ー 月２回

ステー
ション数 直接搬入 直接搬入 直接搬入 直接搬入 直接搬入 直接搬入 ７０ １

収集回数 ー － － － ー ー 年２回 年２回

ステー
ション数 ３８８ ８５ ７７ ４４ ３４ ３４ ３３ ７０ ７

収集回数
月１回

(プラ類は月２回）
４ブロックに分けて
月１回

２ブロックに分けて
月２回

月１回
(プラ類は月1～2回）

月２回 月２回 月2回 月２回 月４回

その他

（収集車）
①可燃ごみ
　２ｔパッカ－車　１台
②不燃ごみ
　２ｔダンプ　　　１台
③資源ごみ
　２ｔトラック　　１台

ごみの収集方法・状況

粗大
ごみ

資源
ごみ

区　　分

収集体制

収集方式

収
集
方
法

可燃
ごみ

不燃
ごみ

９１箇所を４ブロッ
クに分けて２月に１
回

　可燃、不燃、粗
大、資源の各ごみと
も市内２業者に収集
を委託。
　ただし、資源のう
ちペットボトル、白
色トレイ、発泡スチ
ロールを川内市シル
バーセンターに委
託。

(収集車)
①可燃ごみ
４ｔパッカ－車５台
２ｔパッカ－車２台
②不燃ごみ
４ｔパッカ－車３台
③粗大ごみ
可燃・不燃用を兼用
④資源ごみ
・缶を２ｔパッカ－
　車１台
・ビン、古紙を２ｔ
　平ボディ車２台
・ペットボトル、白
　色トレイ、発泡ス
　チロールを２ｔ平
　ボディ車２台
・その他プラスチッ
　ク類はパッカ－車
　４ｔ２台

　可燃、不燃、粗
大、資源の各ごみと
も町内１業者に収集
を委託。

　すべて串木野樋脇
環境センターに搬
入。
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　　 ２３－９　　環境衛生事業（その２）

ごみ処理

調　整　方　針

項　　　　　目 a330

川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表

協　定　項　目 専門部会・分科会名 住民健康福祉専門部会　環境分科会

区　分
串木野樋脇清掃組合
（樋脇町）

下甑村 鹿島村

①紙 ダンボール・新聞紙等 ①缶・雑びん ①缶類 アルミ・スチール ①紙 ダンボール・新聞紙等 ①缶類 アルミ・スチール ①ガラスビン ①缶類

②空缶 スチール・アルミ ②ペットボトル 無色透明 ②空缶 スチール・アルミ 無色透明 ②缶(アルミ・スチール) ②ペットボトル

生きビン ③プラスチック容器 茶色 生きビン 茶色 ③廃プラスチック類

ワンウェイビン茶色 ④発泡スチロール その他の色 ワンウェイビン茶色 その他の色 ④ペットボトル

ワンウェイビン無色 ⑤段ボール 生きビン ワンウェイビン無色 生きビン ⑤発泡スチロール

ワンウェイビンその他 ⑥新聞紙・チラシ ダンボール ワンウェイビンその他 ダンボール

④ペットボトル ⑦雑誌 新聞紙 ④ペットボトル 新聞紙

白色トレイ
白色発泡スチロール等

⑧紙パック 雑誌・本
白色トレイ
白色発泡スチロール等

雑誌・本

プラスチック製容器包装 ⑨その他紙・紙製容器 飲料用紙パック プラスチック製容器包装 飲料用紙パック

⑩生きびん ペットボトル ペットボトル

白色トレイ
白色発泡スチロール等

白色トレイ
白色発泡スチロール等

色付トレー
その他プラスチック容器

色付トレー
その他プラスチック容器

５種 １１分類 １０分類 ４種 １２分類 ５種 １１分類 ４種 １２分類 ５種　６分類 ２種　２分類

甑島衛生管理組合
（里村・上甑村）

⑦白色トレイ

ごみ資源化

川内市

③空瓶

⑤プラスチック

薩摩郡東部衛生処理組合
（入来町）

③紙類

④プラスチック類

資源ごみ
の分類

④プラスチック類

③空瓶

⑤プラスチック

②ビン類

東郷町
薩摩郡東部衛生処理組合
（祁答院町）

公民会回収ルート分
①古紙、空缶は、市の収集業務受託業者
　が収集し、直接資源再生業者に持ち込
　む。有価分(古紙・空缶)の売上金は市
　衛生自治団体口座に振り込まれる。
②ペットボトル、空き瓶及びプラスチッ
　ク類は、受託業者が収集し、一旦、市
　クリーンセンターに搬入する。その後
　減容処理して指定法人ルートの契約運
　搬業者が引き取る。
　・空き瓶のうち生き瓶は資源再生業者
　　が引き取る。売上金は市衛生自治団
　　体口座へ振り込まれる。
　・空き瓶のうち、ワンウェイ瓶及びプ
　　ラスチック類は契約運搬業者が引き
　　取る。
　・指定法人ルートのペットボトル、ワ
　　ンウェイ瓶は、引取り量に応じて、
　　市が容器包装リサイクル法に基づく
　　分別収集計画市町村負担金を容器包
　　装リサイクル協会に支払う。
　

事業所ごみのクリーンセンターへ
の直接搬入分
(1)クリーンセンターへの受入れ
　新聞、雑誌、ダンボール、ワンウェイ
　瓶ペットボトル及び空き瓶について、
　有料で受入れる。　(300円/100kg)

(２)資源再生業者への引渡し
①古紙の場合は、資源再生業者が有価で
　引き取る。
②ワンウェイ瓶、ペットボトル及びプラ
　スチック類は、指定法人ルートの契約
　運搬業者が引取り、市が容器包装リサ
　イクル法に基づく分別収集計画市町村
　負担金を容器包装リサイクル協会に支
　払う。
③空き缶は、資源再生業者が有価物とし
　て引取る。

運　用

すべての資源ごみは串木野樋脇環境セン
ターに搬入。

その後
①缶(スチール・アルミ)は機械で選別，
圧縮し伊集院町の業者へ搬出する。
　ビンは、機械で自動色分けされ、指定
法人へ搬出する。

②ペットボトルは圧縮し，北九州の指定
法人へ搬出する。

③プラスチック容器はトレーとその他に
分別、圧縮し、指定法人へ搬出してい
る。

④発泡スチロールは減容処理し，群馬県
の業者へ搬出している。

⑤ダンボール⑥新聞紙・チラシ⑦雑誌⑧
紙パック⑨その他紙・紙製容器は、伊集
院町の業者へ搬出している。

⑩生きびんは串木野市の酒屋等へ搬出し
ている。

※　資源ごみの売上金は、翌年度に清掃
組合より衛自連へ振り込まれ、衛自連よ
り各公民館へ還元金として交付する。

①回収は月2回、資源ごみの日に併せて
　薩摩郡東部衛生処理組合が委託した業者
　が行っている。
②資源ごみステーションの管理運営は、各
　自治公民館が行い、町衛自連から管理運
　営費を支給している。
③さつま東部クリーンセンターへ直接搬入
　もできるが、有料となる。

公民会回収ルート分
①古紙、空缶は、町の収集業務受託業者
　が収集し、直接資源再生業者に持ち込
　む。有価分(古紙・空缶)の売上金は町
　衛生自治団体口座に振り込まれる。
②ペットボトル、空き瓶及びプラスチッ
　ク類は、受託業者が収集し、一旦、川
　内市クリーンセンターに搬入する。そ
　の後減容処理して指定法人ルートの契
　約運搬業者が引き取る。
　・空き瓶のうち生き瓶は資源再生業者
　　が引き取る。売上金は町衛生自治団
　　体口座へ振り込まれる。
　・空き瓶のうち、ワンウェイ瓶及びプ
　　ラスチック類は契約運搬業者が引き
　　取る。
　・指定法人ルートのペットボトル、ワ
　　ンウェイ瓶は、引取り量に応じて、
　　町が容器包装リサイクル法に基づく
　　分別収集計画市町村負担金を容器包
　　装リサイクル協会に支払う。
　

事業所ごみのクリーンセンターへ
の直接搬入分
(1)クリーンセンターへの受入れ
　新聞、雑誌、ダンボール、ワンウェイ
　瓶ペットボトル及び空き瓶について、
　有料で受入れる。　(300円/100kg)

(２)資源再生業者への引渡し
①古紙の場合は、資源再生業者が有価で
　引き取る。
②ワンウェイ瓶、ペットボトル及びプラ
　スチック類は、指定法人ルートの契約
　運搬業者が引取り、町が容器包装リサ
　イクル法に基づく分別収集計画市町村
　負担金を容器包装リサイクル協会に支
　払う。
③空き缶は、資源再生業者が有価物とし
　て引取る。

①回収はつき2回、資源ごみの日に併せて
　薩摩郡東部衛生処理組合が委託した業者
　が行っている。
②資源ごみステーションの管理運営は、各
　自治公民館が行い、町衛自連から管理運
　営費を支給している。
③さつま東部クリーンセンターへ直接搬入
　もできるが、有料となる。

②ビン類

③紙類

①廃プラスチック類、ペ
　ットボトル及び発泡ス
　チロールについては、
　搬入所で分別梱包（村
　シルバーセンターに委
　託）し、伊集院の業者
　へ搬出している。
　（不定期）

②缶類については、スチ
　ールとアルミ缶に分け
　圧縮し、鹿児島市の業
　者に処理を委託してい
　る。

①缶類は圧縮して鹿児島市の(株)荒川
　商店に搬出。

②新聞紙、紙パック、ダンボールも鹿
　児島市の(株)荒川商店に搬出。

　※　①、②の売上金は組合の収入

③ビン類、ペットボトル、白色トレイ
　は、指定法人に搬出。

缶類、ペットボトル
は、伊集院の業者に
搬出する。

①缶類
(アルミ・スチール)
②ビン類
　　・茶色
　　・無色
　　・その他
　　・ガラス、陶磁器

７種　１２分類

③紙類
　　・雑誌
　　・新聞紙等

④紙パック

⑤ダンボール

⑥ペットボトル

3
9



　　 ２３－９　　環境衛生事業（その２）

ごみ処理

調　整　方　針

項　　　　　目 a340、c10

川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表

協　定　項　目 専門部会・分科会名 住民健康福祉専門部会　環境分科会

区　分

可燃(大)　15円/枚
 〃（中） 12円/枚
 〃（小） 10円/枚
不燃(大)　20円/枚
　(消費税含)

樋脇町 入来町 東郷町
甑島衛生管理組合
（里村・上甑村）

可燃(大)　16円/枚
 〃（中） 14円/枚
 〃（小） 10円/枚
廃プラ（中）14円/枚
缶ビン（中）14円/枚
ペットボトル（中）
　　　　　　14円/枚

大・中袋　2円/枚
　　小袋1.5円/枚

鹿島村下甑村祁答院町

可燃(大)　　33円/枚
可燃(小)　　28円/枚
トレイ袋　　20円/枚
紙パック袋　20円/枚

小売店
手数料

全袋　4円/枚
可燃・不燃（大）
　1円/枚

全袋　3円/枚

販売
単価

可燃(大)　15円/枚
 〃（中） 12円/枚
不燃(大)　20円/枚

可燃   　 12円/枚
不燃(大)　20円/枚
 〃（小） 15円/枚

川内市

一般家庭用ごみ袋販売委託

該当なし

・全て商工会を通じて
　小売店へ販売する。
・村から商工会へは梱
　包単位で販売する。
・販売価格は購入価格
　と同一内容等

・毎年、衛自連で入札
・販売を希望する小売
　店は、衛自連に登録
・衛自連から業者に発
　注し、入荷後倉庫に
　保管し、小売店から
　の注文により毎週２
　回(月・木)衛自連嘱
　託員が配達及び集金
　を行う。

可燃(大)　 21円/枚
 〃（小）  16円/枚
 〃（特小）14円/枚
不燃(大)　 22円/枚

可燃   　 10円/枚
不燃(大)　20円/枚
 〃（小） 15円/枚

・可燃，不燃とも衛自
連が仕入れ、小売店へ
販売をおこなってい
る。
（販売窓口は役場と市
比野出張所の２箇所）

・ごみ袋の管理は町衛
　自連実施

・ごみ袋の管理は町衛
　自連実施

・甑島衛生管理組合が
　発注し、婦人会を通
　して小売店へ販売す
　る。
　婦人会は、１枚につ
　き３円～５円の手数
　料を受け取る。

0円全袋　3円/枚
可・不（小）　2円/枚
不燃（大）　　1円/枚

特定家庭用機器廃棄物収集運搬手数料

目　　的

市町村名

手数料の額
自己搬入2,400円
村回収　2,600円

自己搬入2,400円
村回収　2,600円

　家電リサイクル券を購入
し、貼付した法４品目をク
リーンセンターが戸別収集し
た場合、収集手数料を徴収。
また、指定取引場所へ運搬す
る手数料を徴収。

１台当り収集手数料　2,000円
１台当り運搬手数料　2,600円

　小売店によ
る回収などか
ら漏れた家電
４品目につい
て、村におい
て回収し、適
正に処理を行
う。排出者が
現品につい
て、郵便局で
回収費用を振
り込んで、リ
サイクル券を
購入し、村で
回収する。

　小売店によ
る回収などか
ら漏れた家電
４品目につい
て、村におい
て回収し、適
正に処理を行
う。排出者が
現品につい
て、郵便局で
回収費用を振
り込んで、リ
サイクル券を
購入し、村で
回収する。

内　　容

１台当り
3,000円

1台当り
2,500円

　家電リサイ
クル券を購入
し、貼付した
法対象４品目
であるテレ
ビ・冷蔵庫・
エアコン・洗
濯機がクリー
ンセンターに
搬入された場
合、指定取引
場所へ運搬す
る手数料を徴
収する。

　家電リサイ
クル券を購入
し、貼付した
法対象４品目
であるテレ
ビ・冷蔵庫・
エアコン・洗
濯機が環境セ
ンターに搬入
された場合、
指定取引場所
へ運搬する手
数料を徴収す
る。

　町では、不
法投棄以外の
当該４品目は
取り扱わな
い。そのた
め、収集運搬
手数料の規定
もない。

　町では、不
法投棄以外の
当該４品目は
取り扱わな
い。そのた
め、収集運搬
手数料の規定
もない。

　町では、不
法投棄以外の
当該４品目は
取り扱わな
い。そのた
め、収集運搬
手数料の規定
もない。

祁答院町
甑島衛生管理組合
（里村・上甑村）

　特定家庭用機器再商品化法（平成10年法律第97号）第54号の規定に基づく、特定家庭用機器廃棄物の運搬をした場合に徴収
する。

川内市 樋脇町 入来町 東郷町 下甑村 鹿島村
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　　 ２３－９　　環境衛生事業（その２）

火葬料

調　整　方　針

項　　　　　目

①火葬場（火葬料）は、合併時に新たに制度等を制定する。

川薩地区法定合併協議会事務事業一元化調整総括表

協　定　項　目 専門部会・分科会名 住民健康福祉専門部会　環境分科会

火葬料

普通使用料

5,000円

4,000円

3,000円

3,000円

小人
12歳未満　１体

改葬遺骨　１棺

死産児　　１体

下甑村

区　　分

大人
12歳以上　１体

火葬場（火葬料）

川　　内　　市 甑島衛生管理組合

区　　分
火　　葬　　料

加入村内者 加入村外者

死産児　　１体 2,500円 4,000円

13歳以上　１体 5,000円 10,000円

13歳未満　１体

鹿島村 薩摩郡東部衛生処理組合

4,000円 8,000円

区　　分
火　　葬　　料

村　　内 村　　外

13歳以上　１体 10,000円

3,500円

区　　分
火　　葬　　料

市　　内 市　　外

13歳以上　１体

13歳未満　１体

死産児　　１胎

改葬骨及び人体の
一部切断物　１件

産汚物類　5㎏以内

25,000円

20,000円

10,000円

10,000円

1,300円700円

3,000円

2,000円

1,000円

改葬遺骨　１棺 2,500円 4,000円

産汚物　　１件 1,000円 2,200円

20,000円

12歳以下　１体 4,500円 9,000円

7,000円

7,000円

死産児　　１体

改葬遺骨　１件

火　　葬　　料

管　　内 管　　外

13歳以上　１体 5,000円 20,000円

区　　分

3,000円 13,000円

死産児　　１胎 1,500円 8,000円

13歳未満　１体

1,500円 8,000円

産汚物類　5㎏以内 500円 2,000円

改葬骨及び人体の
一部切断物　１件

加入村は、里村と上甑村
産汚物類について、5㎏以内を超える場合、超過
重量が1㎏当り市内100円、市外200円を加算す
る。

霊柩車の管理は村が行い、車に要する経費につい
ては、村が負担する。ただし、運転手は遺族が雇
用する。使用料は、無料とする。

使用者が本村の村民でない場合、普
通使用料の５割増とする。
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種　別 川内市 西薩衛生処理組合 甑島衛生管理組合 樋脇町 入来町 祁答院町 下甑村 鹿島村

鹿児島県し尿処理施設連
絡協議会

鹿児島県社会保険協会

日本ボイラー協会

鹿児島県下ごみ処理施設
連絡協議会

鹿児島県都市環境衛生問
題協議会

九州都市環境行政連絡会
議

川薩地区法定合併協議会

ごみ処理

し尿処理

公共的団体等（関係市町村外の団体等）比較表（２）
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